
公立大学法人下関市立大学安全衛生管理規程 

平成 31 年 3 月 28 日 

規 程 第 8 号 

改正 令和元年 7 月 1 日規程第 15 号 

令和 5 年 6 月 28 日規程第 27 号 

令和 6 年 2 月 28 日規程第 10 号 

 公立大学法人下関市立大学安全衛生管理規程（平成１９年規程第３８号）の全部を
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人下関市立大学職員就業規則（平成１９年規則第３

号。以下「職員就業規則」という。）第６４条第３項、公立大学法人下関市立大学有

期雇用職員就業規則（平成１９年規則第４号）第６９条第３項、公立大学法人下関

市立大学定年前再雇用短時間勤務職員就業規則（令和５年規則第８号）第５２条第

３項及び公立大学法人下関市立大学再雇用職員就業規則（令和元年規則第７号）第

５４条第３項の規定に基づき、公立大学法人下関市立大学（以下「法人」という。）

の職員の安全管理及び衛生管理に関する事項について定めることを目的とする。 

（法令等との関係） 

第２条 職員の安全管理及び衛生管理に関しては、この規程に定めるもののほか、労

働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「安衛法」という。）及びその他安全

衛生関係法令に定めるところによる。 

（事業者の責務） 

第３条 理事長は、単にこの規程及び安衛法並びにその他安全衛生関係法令に定める

労働災害の防止のための基準を守るだけでなく、法人における安全衛生管理の職務

の統括責任者として、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場におけ

る安全と健康の確保に必要な措置を講じなければならない。 



（職員の責務） 

第４条 職員は、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、理事長が実施する

労働災害の防止に関する措置に従わなければならない。 

２ 職員は、自ら体調に留意し、健康の不安の存するおそれや不調、自覚症状の発現

等疾病のおそれの存する状態が生じた場合には、自ら産業医若しくは他の医師の診

断を求め、又は職場の上司に健康状態を申告するなど、積極的に健康を保持しなけ

ればならない。 

 

第２章 衛生管理体制 

（衛生管理者） 

第５条 法人に、安衛法第１２条第１項の規定により、衛生管理者を置く。 

２ 衛生管理者は、安衛法第１２条第１項に規定する資格を有する職員のうちから理

事長が指名する者をもって充てる。 

（衛生管理者の職務） 

第６条 衛生管理者は、次に掲げる事項のうち衛生に係る技術的事項を管理するもの

とする。 

(1) 職員の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。 

(2) 職員の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。 

(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。 

(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 

(5) 健康診断の結果に基づく事後措置、作業環境の維持管理、作業管理及び健康教

育、健康相談など職員の健康の保持増進を図るため必要な措置に関すること。 

(6) 職員の負傷及び疾病、それによる死亡、欠勤及び異動に関する統計の作成に関

すること。 

(7) 衛生日誌の記載等職務上の記録の整備に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、衛生に関すること。 

２ 衛生管理者は、少なくとも毎週１回当作業場等を巡視し、設備、作業方法又は衛

生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、職員の健康障害を防止するため必要

な措置を講じなければならない。 

３ 衛生管理者は、前項の巡視結果、講じた措置内容については、その都度記録し、

保管しなければならない。 

（産業医） 

第７条 法人に、安衛法第１３条第１項の規定により、産業医を置く。 

２ 産業医は、安衛法第１３条第２項に規定する要件を備えた医師である者に委嘱す

る。 



３ 産業医は、職員の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識に基づいて、誠

実にその職務を行わなければならない。 

４ 理事長は、産業医が辞任したとき又は産業医を解任したときは、遅滞なく、その

旨及びその理由を衛生委員会に報告しなければならない。 

（産業医の職務等） 

第８条 産業医は、次に掲げる業務のうち、医学に関する専門的知識を必要とする事

項を行うものとする。 

(1) 健康診断及び面接指導等（第２５条に規定する面接指導（以下「面接指導」と

いう。）及び第３１条に規定するその他の職員への措置をいう。）の実施並びにこ

れらの結果に基づく職員の健康を保持するための措置に関すること。 

(2) 心理的な負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）

の実施並びに面接指導の実施及びその結果に基づく職員の健康を保持するため

の措置に関すること。 

(3) 作業環境の維持管理に関すること。 

(4) 作業の管理に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、職員の健康管理に関すること。 

(6) 健康教育、健康相談その他職員の健康の保持増進を図るための措置に関するこ

と。 

(7) 衛生教育に関すること。 

(8) 職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。 

２ 産業医は、職員の健康を確保するため必要があると認めるときは、前項各号に掲

げる事項について、理事長又は衛生委員会に対して勧告し、又は衛生管理者に対し

て指導し、若しくは助言することができる。 

３ 産業医は、職員の健康管理等を行うために必要な医学に関する知識及び能力の維

持向上に努めなければならない。 

（産業医への情報提供） 

第９条 理事長は、産業医が前条第１項各号の職務等を行うため、産業医に対して次

に掲げる情報を提供しなければならない。 

(1) 既に講じた健康診断実施後の措置 

(2) 長時間労働者に対する面接指導実施後の措置 

(3) ストレスチェックの結果に基づく面接指導実施後の措置 

(4) 前３号に掲げる措置を講じようとする場合における内容 

(5) 休憩時間を除き１週間当たり３８時間４５分を超えて労働させた場合におけ

るその超えた時間が１月当たり８０時間を超えた職員の氏名及びこの職員に係

る当該超えた時間に関する情報 



(6) 前各号に掲げるもののほか、職員の業務に関する情報であって産業医が職員の

健康管理等を適切に行うために必要と認めるもの 

２ 前項第１号から第４号までに掲げる措置について、これらの措置を講じない場合

は、その旨及びその理由を産業医に提供するものとする。 

３ 第１項に掲げる情報提供は、次の各号に掲げる情報の区分に応じ、当該各号に定

めるところによりに行うものとする。 

(1) 第１項第１号から第４号までに掲げる情報 産業医から意見聴取を行った後

遅滞なく提供すること。 

(2) 第１項第５号に掲げる情報 当該超えた時間の算定を行った後速やかに提供

すること。 

(3) 第１項第６号に掲げる情報 産業医から当該情報の提供を求められた後速や

かに提供すること。 

（産業医の勧告） 

第１０条 産業医は、職員の健康を確保するため必要があると認めるときは、理事長

に対し、職員の健康管理等について必要な勧告をすることができる。この場合にお

いて、理事長は、当該勧告を尊重しなければならない。 

２ 産業医は、前項の勧告をしようとするときは、あらかじめ、当該勧告の内容につ

いて、理事長の意見を求めるものとする。 

３ 理事長は、第１項の勧告を受けたときは、次に掲げる事項を記録しなければなら

ない。 

(1) 当該勧告の内容 

(2) 当該勧告を踏まえて講じた措置の内容（措置を講じない場合にあっては、その

旨及びその理由） 

４ 理事長は、第１項の勧告を受けたときは、次に掲げる事項を遅滞なく、衛生委員

会に報告しなければならない。 

(1) 当該勧告の内容 

(2) 当該勧告を踏まえて講じた措置又は講じようとする措置の内容（措置を講じな

い場合にあっては、その旨及びその理由） 

（産業医に対する権限の付与） 

第１１条 理事長は、産業医に対し第８条第１項各号に掲げる事項をなし得る権限を

与えなければならない。 

２ 前項の権限には、第８条第１項各号に掲げる事項に係る次に掲げる事項に関する

権限が含まれるものとする。 

(1) 理事長に対して、意見を述べること。 

(2) 第８条第１項各号に掲げる事項を実施するために必要な情報を職員から収集



すること。 

(3) 職員の健康を確保するため緊急の必要がある場合において、職員に対して必要

な措置をとるべきことを指示すること。 

（体制の整備等） 

第１２条 理事長は、産業医による職員の健康管理等の適切な実施を図るため、産業

医が職員からの健康相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、その他

の必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

（調査審議） 

第１３条 産業医は、衛生委員会等に対して労働者の健康を確保する観点から、必要

な調査審議を求めることができる。 

（産業医の業務内容等の周知） 

第１４条 理事長は、職場における産業医の業務の具体的な内容、産業医に対する健

康相談の申出の方法及び産業医による職員の心身の状態に関する情報の取扱いの

方法を、次の各号のいずれかの方法により職員に周知させなければならない。 

(1) 常時各執務室の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること。 

(2) 書面を職員に交付すること。 

(3) 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各執務室

に職員が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること。 

（産業医の定期巡視） 

第１５条 産業医は、少なくとも毎月１回（産業医が、理事長から、毎月１回以上、

次に掲げる情報の提供を受けている場合であって、理事長の同意を得ているときは、

少なくとも２月に１回）作業場等を巡視し、作業方法又は衛生状態に有害のおそれ

があるときは、直ちに、職員の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければ

ならない。 

(1) 第６条第２項の規定により衛生管理者が行う巡視の結果 

(2) 前号に掲げるもののほか、職員の健康障害を防止し、又は職員の健康を保持す

るために必要な情報であって、衛生委員会における調査審議を経て理事長が産業

医に提供することとしたもの 

２ 産業医は、前項の巡視結果、講じた措置内容については、その都度記録し、理事

長に提出しなければならない。 

（衛生委員会） 

第１６条 法人に、安衛法第１８条第１項の規定により、衛生委員会を置く。 

２ 衛生委員会に関し必要な事項は、別に定める公立大学法人下関市立大学衛生委員

会規程（平成１９年規程第３９号）による。 

 



第３章 健康の保持増進のための措置 

（一般健康診断の実施） 

第１７条 理事長は、職員の健康影響、健康障害及び疾病を早期発見し、職員（職員

就業規則第２条第１項第３号に規定する臨時職員を除く。以下この章について同

じ。）の健康の保持増進を目的として、法令の定めるところにより、次に掲げる一般

健康診断を実施しなければならない。 

(1) 雇入れ時の健康診断 

(2) 定期健康診断 

(3) 海外派遣職員の健康診断 

(4) 結核に係る定期の健康診断 

２ 前項各号の健康診断の実施日、受診対象者等については、その都度理事長が定め

る。 

（健康診断受診の義務） 

第１８条 職員は、前条の健康診断の実施の際には、指定された期日又は期間内に健

康診断を受けなければならない。 

２ 職員は、理事長が実施する健康診断を受けない場合は、他の医療機関において当

該検査項目について健康診断を受診し、その健康診断ごとの結果を記載した医師の

証明書を理事長に提出しなければならない。 

３ 共済組合等が実施する総合検診（人間ドック）を受診する職員は、その結果を記

録した物の写しを理事長に提出しなければならない。 

４ 前２項の規定により証明書等を提出した場合において、当該証明等を受けた検査

項目については、前条第１項各号に係る健康診断の検査項目を受診したこととみな

す。ただし、同項第１号の健康診断については、採用前３月以内に証明を受けたも

のに限る。 

（健康診断の結果についての意見聴取） 

第１９条 理事長は、第１７条の健康診断を実施した場合は、その結果（当該健康診

断の項目に異常の所見があると診断された職員に係るものに限る。）に基づき、該当

する職員の健康を保持するために必要な措置について、産業医の意見を求めなけれ

ばならない。 

２ 理事長は、前項の意見聴取を行う上で必要となる職員の業務に関する情報を求め

られたときは、速やかに、これを提供しなければならない。 

（健康診断実施後の措置） 

第２０条 理事長は、前条第１項の産業医の意見に基づき、その必要があると認める

ときは、該当する職員の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間

の短縮等の措置を講ずるほか、作業環境測定の実施、設備の設置又は整備その他の



適切な措置を講じなければならない。 

２ 理事長は、別表第１の区分により、該当する職員に係る指導区分に関する産業医

の判断を求めるものとする。 

（健康診断の結果の通知） 

第２１条 理事長は、第１７条第１項の健康診断を受けた職員に対し、遅滞なく、当

該健康診断の結果を通知しなければならない。 

２ 職員は、前項の規定により通知された健康診断の結果を利用して、その健康の保

持に努めなければならない。 

（健康診断結果報告） 

第２２条 理事長は、第１７条第１項第２号の健康診断を実施したときは、遅滞なく、

定期健康診断結果報告書を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

（健康診断結果の記録） 

第２３条 理事長は、第１７条第１項及び第１８条第２項及び第３項の健康診断等の

結果について、法令で定める健康診断個人票を作成しなければならない。 

（健康診断に関する秘密の保持） 

第２４条 健康診断の実施の事務に従事する職員は、その実施に関して知り得た職員

の心身の欠陥その他の秘密を漏らしてはならない。 

（面接指導の対象となる職員の要件等） 

第２５条 理事長は、職員の労働時間の状況が、休憩時間を除き１週間当たり３８時

間４５分を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１月当たり８０時間

を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる者に対しては、産業医による面接指導（問

診その他の方法により心身の状況を把握し、これに応じて面接により必要な指導を

行うことをいう。以下同じ。）を行わなければならない。 

２ 前項の超えた時間の算定は、毎月一回以上、一定の期日を定めて行わなければな

らない。 

３ 理事長は、第１項の超えた時間の算定を行ったときは、速やかに、同項の超えた

時間が１月当たり８０時間を超えた職員に対し、当該超えた時間に関する情報を通

知しなければならない。 

（面接の実施方法等） 

第２６条 職員は、前条第１項の要件に該当する場合は、申出により面接指導を受け

なければならない。ただし、産業医が行う面接指導を受けることを希望しない場合

において、他の医師の行う同項の規定による面接指導に相当する面接指導を受け、

その結果を証明する書面を理事長に提出したときは、この限りでない。 

２ 前項の申出は、前条第２項の期日後、遅滞なく、行うものとする。 

３ 理事長は、職員から第１項の申出があったときは、遅滞なく、面接指導を行わな



ければならない。 

４ 産業医は、前条第１項の要件に該当する職員に対して、第１項の申出を行うよう

勧奨することができる。 

（面接指導における確認事項） 

第２７条 産業医は、面接指導を行うに当たっては、前条第１項の申出を行った職員

に対し、次に掲げる事項について確認を行うものとする。 

(1) 職員の勤務の状況 

(2) 職員の疲労の蓄積の状況 

(3) 前号に掲げるもののほか、職員の心身の状況 

（職員の希望する医師による面接指導の証明） 

第２８条 第２６条第１項ただし書の書面は、該当する職員の受けた面接指導につい

て、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

(1) 実施年月日 

(2) 職員の氏名 

(3) 面接指導を行った医師の氏名 

(4) 職員の疲労の蓄積の状況 

(5) 前号に掲げるもののほか、職員の心身の状況 

（面接指導結果の記録の作成） 

第２９条 理事長は、面接指導（第２６条第１項ただし書の場合において該当する職

員が受けた面接指導を含む。次条において同じ。）の結果に基づき、当該面接指導の

結果の記録を作成しなければならない。 

２ 前項の記録は、前条各号に掲げる事項及び次条の規定による産業医の意見を記載

したものでなければならない。 

（面接指導の結果についての産業医からの意見聴取等） 

第３０条 理事長は、面接指導の結果に基づき、該当する職員の健康を保持するため

に必要な措置について、遅滞なく、産業医の意見を聴かなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による産業医の意見を勘案し、その必要があると認めると

きは、該当する職員の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の

短縮等の措置を講ずるほか、産業医の意見の衛生委員会への報告その他の適切な措

置を講じなければならない。 

（その他の職員への措置） 

第３１条 理事長は、第２５条第１項の規定により面接指導を行う職員以外の職員で

あって健康への配慮が必要なものについては、面接指導の実施又は面接指導に準ず

る措置を講ずるように努めなければならない。 

２ 前項に規定する面接指導の実施又は面接指導に準ずる措置は、法人において定め



られた当該必要な措置の実施に関する基準に該当する者に対して行うものとする。 

（ストレスチェック等） 

第３２条 理事長は、職員に対し、医師、保健師又は厚生労働大臣が定める研修を修

了した看護師若しくは精神保健福祉士（以下「医師等」という。）によるストレスチ

ェックを行わなければならない。 

２ ストレスチェックの実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（面接指導等に関する秘密の保持） 

第３３条 第２５条第１項、第２６条第１項又は第３１条第１項に定める面接指導又

は面接指導に準ずる措置の実施及び事後措置の実施並びに前条に定めるストレス

チェックに当たっては、第２４条を準用する。 

（病者の就業禁止） 

第３４条 理事長は、次の各号のいずれかに該当する職員については、その就業を禁

止しなければならない。ただし、第１号に掲げる職員について伝染予防の措置をし

た場合は、この限りでない。 

(1) 病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にかかった者 

(2) 心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるもの

にかかった者 

(3) 前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定めるものにかかった者 

２ 理事長は、前項の規定により、就業を禁止しようとするときは、あらかじめ、産

業医の意見を聴かなければならない。 

３ 第１項の規定により就業を禁止された職員は、医師の指示を厳守し、速やかに病

状が回復するよう入院又は通院して療養に専念しなければならない。 

４ 第１項の規定により就業を禁止された職員の疾病が平癒し、職務に復帰しようと

する場合は、理事長は、あらかじめ、この職員から治癒にかかる証明書の提出を求

め、産業医に意見を求めなければならない。 

（受動喫煙の防止） 

第３５条 理事長は、職員の受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人の

たばこの煙を吸わされることをいう。）を防止するため、適切な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

 

第４章 安全衛生教育 

（安全衛生教育） 

第３６条 理事長は、職員を雇い入れ、又は職員の作業内容を変更したときは、該当

する職員に対し、遅滞なく、次の事項のうちその従事する業務に関する安全又は衛

生のため必要な事項について、教育を行なわなければならない。 



(1) 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること。 

(2) 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関する

こと。 

(3) 作業手順に関すること。 

(4) 作業開始時の点検に関すること。 

(5) 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること。 

(6) 整理、整頓
とん

及び清潔の保持に関すること。 

(7) 事故時等における応急措置及び退避に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事

項 

２ 理事長は、前項各号に掲げる事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有

していると認められる職員については、当該事項についての教育を省略することが

できる。 

 

第５章 安全管理 

（職員の危険を防止するための措置） 

第３７条 理事長は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

(1) 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険 

(2) 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 

(3) 電気、熱その他のエネルギーによる危険 

（緊急事態に対する措置） 

第３８条 理事長は、労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止

し、職員を作業場等から退避させる等必要な措置を講じなければならない。 

 

第６章 その他 

（労働時間の把握） 

第３９条 理事長は、第２５条第１項に規定する面接指導を実施するため、タイムカ

ードによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間（ログインか

らログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、職

員の労働時間の状況を把握しなければならない。 

（職員の心身の状態に関する情報の取り扱い） 

第４０条 理事長は、職員の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用す

るに当たっては、職員の健康の確保に必要な範囲内で職員の心身の状態に関する情

報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければ

ならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限



りでない。 

２ 理事長は、職員の心身の状態に関する情報を適正に管理するために必要な措置を

講じなければならない。 

（記録の保存年限） 

第４１条 理事長は、第１０条第３項、第３９条に規定する記録を、３年間保存しな

ければならない。 

２ 理事長は、第２３条、第２９条第１項に規定する記録を、５年間保存しなければ

ならない。 

附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年 7 月 1 日規程第 15 号） 

 この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和 5 年 6 月 28 日規程第 27 号） 

この規程は、令和５年６月２８日から施行する。 

附 則（令和 6 年 2 月 28 日規程第 10 号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

  



別表第１（第２０条関係） 

指導区分 
事後措置の内容 

区分 内容 

就

業

上

の

措

置 

Ａ 通常勤務 通常の勤務でよいもの  

Ｂ 就業規制 
勤務に制限を加える必要の

あるもの 

勤務による負荷を軽減するた

め、労働時間の短縮、出張の制

限、時間外労働の制限、労働負

荷の制限、就業場所の変更等

の措置を講じる。 

Ｃ 要 休 業 勤務を休む必要のあるもの 

療養のため、休暇、休職等によ

り一定期間勤務させない措置

を講じる。 

医

療

の

面 

１ 要 医 療 
医師による直接の医療行為

を必要とするもの 
 

２ 要 観 察 
定期的に医師の観察指導を

必要とするもの 
 

３ 異常なし 

医師による直接又は間接の

医療行為を必要としないも

の 

 

 




